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定例会【会期日程】

６月７日から６月１５日まで９日間

平成28年  坂東市議会

第2回 定例会

日次 月　日 曜日 区　分 議 　 事 　 日 　 程

１ ６月７日 火 本会議 開会、会期の決定、議案上程、説明、質疑、委員会付託

２ ６月８日 水 委員会

総務常任委員会

教育民生常任委員会

３ ６月９日 木 委員会 産業建設常任委員会

４ ６月10日 金 休　会 議案調査

５ ６月11日 土 休　会

６ ６月12日 日 休　会

７ ６月13日 月 本会議 一般質問

８ ６月14日 火 休　会 議案調査

９ ６月15日 水 本会議 委員長報告、質疑、採決、同意、閉会

会　　期　　日　　程

　第２回定例会では、初日に専決処分の報告・承認、
条例の制定・改正など25議案が提出されました。
　最終日には、人事案件１件が提出され、それぞれ４
ページの表のとおり決まりました。
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定例会【議案説明】

■議案第57号

　市内ヤードにおいて、自動車エンジン等

の保管、または分離をしようとする者に対

して、市への届出、油等の地下浸透防止対

策並びに原動機等の取引に係る記録の作成

を義務づけるなど、適正な措置を講じるこ

とにより、市民の生活環境の保全を図るた

めに条例を制定するものです。
■議案第58号

　平成28年10月に供用を開始する坂東市観

光交流センターの管理運営のため、施設の

設置及び管理等に関する条例を制定するも

のです。

■議案第59号

　平成28年10月に供用を開始する坂東市ま

ちなか交流センターの管理運営のため、施

設の設置及び管理等に関する条例を制定す

るものです。

■議案第60号

　市民の健康増進と生涯スポーツの振興を

図るため、整備を進めてまいりましたグラ

ウンドゴルフ場の一部が完成したことに伴

い、供用開始にあたり設置及び管理等に関

する条例を制定するものです。

■議案第61号

　地方税法等の改正に伴い国民健康保険税

条例の一部を改正するもので、課税限度額

について、基礎課税分を54万円に、後期高

齢者支援金分を19万円に引き上げを行うとと

もに、軽減対象世帯となる基準額について、

５割軽減対象世帯の算定に乗ずる金額を26

万５千円に、２割軽減対象世帯の算定に乗

ずる金額を48万円に引き上げるものです。

■議案第62号

　生子菅分館が設立されたことにより条例

の一部を改正するもので、現在の12分館に

加え、13分館とするものです。

■議案第63号

　土砂等の不法たい積事案が多発している

ことから、適用下限面積３百平方メートル

を撤廃し規制の強化を図り、市民の安全と

良好な生活環境を確保するため、条例の一

部を改正するものです。

■議案第64号

　緑のスポーツ広場、グラウンドゴルフ場、

観光交流センター、まちなか交流センター

の４つの施設を暴力団等の使用を制限する

公共施設として追加するものです。

　第２回定例会に提出された主な議案について、
内容を要約してお知らせします。な議案の説明

■議案第65号

　学校教育法等の一部を改正する法律の施

行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関

する省令が公布され、放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関する基準が改正さ

れたことにより、放課後児童支援員認定資

格研修の受講要件の教諭資格の項目に「義

務教育学校の教諭となる資格を有する者」

を加えるものです。

■議案第66号

　隣接の土地所有者より土地の有効利用を

図るため廃道払下げ申請があり、市道岩井

545号線の終点を変更するものです。

■議案第67号

　隣接の土地所有者より土地の有効利用を

図るため廃道払下げ申請があり、市道岩井

436号線を廃止するものです。

■議案第68号・第69号

　「観光交流センター」、「まちなか交流セ

ンター」について、管理運営を行う指定管

理者を指定するものです。

■議案第70号

　既定の予算総額に歳入歳出それぞれ602

万１千円を追加し、予算総額を265億1150

万２千円とするものです。歳入については、

教育費委託金200万円、前年度繰越金402万

１千円を追加するもので、歳出については、

議会運営に要する経費70万円、こども発達

センター運営に要する経費33万８千円、防災

対策に要する経費247万３千円、訪問型家庭

教育支援事業に要する経費200万円、分館活

動に要する経費51万円を追加するものです。

■議案第71号

　平成26年11月10日に契約した「26庁建第

２号　坂東市新庁舎建設工事」について、

着工後における湧水処理対策の実施、関東・

東北豪雨被害による建設資材や労務不足の

発生、免震装置における追加検査を実施し

たことによる工事遅延が生じたため、2700万

円の費用を増額し、契約金額57億5640万円

を57億8340万円に変更するものです。

■議案第72号

　坂東市新庁舎家具等備品購入の契約につ

いて、指名競争入札を行った結果、株式会

社イトーキが１億8360万円で落札したので備

品購入契約を締結しようとするものです。

定例会【議案説明】
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定例会【審議結果】

議案番号 議　　　　案　　　　名 結　　果

報告第１号 平成27年度坂東市一般会計予算継続費繰越計算書について 報　　告

報告第２号 平成27年度坂東市一般会計予算繰越明許費繰越計算書について 報　　告

報告第３号
平成27年度坂東市公共下水道事業特別会計予算繰越明許費繰越計算書に
ついて

報　　告

報告第４号 坂東市土地開発公社の平成27年度事業報告及び決算について 報　　告

報告第５号 坂東市土地開発公社の平成28年度事業計画及び予算について 報　　告

議案第53号
専決処分の承認を求めることについて（平成27年度坂東市一般会計補正予
算（第９号））

原案承認

議案第54号
専決処分の承認を求めることについて（坂東市税条例等の一部を改正する
条例）

原案承認

議案第55号
専決処分の承認を求めることについて（坂東市都市計画税条例の一部を改
正する条例）

原案承認

議案第56号
専決処分の承認を求めることについて（平成28年度坂東市一般会計補正予
算（第１号））

原案承認

議案第57号 坂東市特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に関する条例 原案可決

議案第58号 坂東市観光交流センターの設置及び管理等に関する条例 原案可決

議案第59号 坂東市まちなか交流センターの設置及び管理等に関する条例 原案可決

議案第60号 坂東市グラウンドゴルフ場の設置及び管理等に関する条例 原案可決

議案第61号 坂東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第62号 坂東市立公民館の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第63号
坂東市土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積の規制に関する条例
の一部を改正する条例

原案可決

議案第64号 坂東市公共施設の暴力団等排除に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第65号
坂東市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条
例の一部を改正する条例

原案可決

議案第66号 市道路線の変更について　　　　　　　　　　　　　　　　（岩井地区） 原案可決

議案第67号 市道路線の廃止について　　　　　　　　　　　　　　　　（岩井地区） 原案可決

議案第68号 指定管理者の指定について 原案可決

議案第69号 指定管理者の指定について 原案可決

議案第70号 平成28年度坂東市一般会計補正予算（第２号） 原案可決

議案第71号 工事請負契約の変更について 原案可決

議案第72号 備品購入契約の締結について 原案可決

同意第３号 固定資産評価員の選任について　　　　　　　　　　　（鶴見　茂治氏） 原案同意

平成28年　第２回定例会審議結果
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一般質問

等を行います。放送班は、役

所庁舎内への災害情報の放送

等を行います。危機対策員の

発足により、市民に対して正

確な災害情報を迅速に提供す

ることが可能になると考えて

います。

　県西地区都市間におい
て平成25年２月に災害時

応援支援協定を取り交わして
いますが、協定の内容につい
て伺います。加えて、これま
での地震、水害等災害時の教
訓を踏まえて地域防災計画が
見直しをされていますが、災
害時応援支援協定についても、
レジリアンスの再考、見直し
は図られていくのか伺います。

　加盟自治体は、古河市、

結城市、下妻市、常総市、

笠間市、筑西市、桜川市、八

千代町、五霞町、境町及び坂

東市の11の市町です。災害が

発生した場合に、被災市町に

対し応援体制、応急体制、復

旧対策を円滑に遂行するため

の応援協定で、具体的な内容

は、食料や生活必需品の提供、

救助・医療・防疫に関する協

力、必要な車両の提供、職員

の派遣、ボランティアのあっ

せん、被災児童・生徒への教

　当市では昨年９月の豪雨災
害発生時に連絡体制や情報発
信が十分でなかった反省を踏
まえ、災害対策本部に危機対
策員を新たに35名配置し、人
的体制が再構築されました。

　国の一億総活躍国民会議に
おいて、新・三本の矢の目的
の１つとして、介護離職ゼロ
という目的が掲げられていま
した。

育機関の受け入れ、避難施設

の提供等です。協定について

は、逐次いろいろな教訓を生

かしながら、内容の充実を図

っていく考えです。

　昨年９月の関東・東北
豪雨による水害を受けて、

利根川上流域と江戸川沿いの
各都県、各市町区と国の連携
強化を目指し、「利根川上流域
大規模氾濫に関する減災対策
協議会」が発足しましたが、
今後、具体的にどのような施
策強化、連携を図っていくの
か伺います。

　利根川上流・中流のそ

れぞれの左岸・右岸及び

渡良瀬遊水地周辺の氾濫ブロ

ックごとに５つの部会を設置

し、水害リスク情報や取組状

況の共有、減災のための地域

の取組方針及びブロック計画

の作成、実施状況のフォロー

アップなどを実施していくと

しており、今後５年間で利根

川等の堤防整備等のハード対

策に加え、避難行動、水防活

動、排水活動等のソフト対策

を一体的、計画的に取り組む

ことにより、大規模水害に対

し、逃げ遅れゼロ、社会経済被

害の最小化を目指すものです。

　危機対策員の災害時に
おける役割ですが、具体

的にどのようなことを職務と
しているのか伺います。

　災害情報のために収集

班、整理班、発信班、放

送班を設けています。収集班

は、被害状況の収集、避難所

情報の収集、支援物資情報の

収集、関係機関等からの情報

収集等を行います。整理班は、

情報収集の整理及びデータ化、

電話等の問い合わせなどを行

います。発信班は、整理され

た情報のホームページ等への

掲載、市民への災害情報の提

供、職員への災害情報の提供

　当市において介護離職
されている人、介護しな

がら働いている人の現状はど
のようになっているのか伺い
ます。また、第６期の介護保
険事業計画は２年目に入って
いますが、多様な福祉サービ
ス、介護サービスの充実に向
けた今後の重点施策、取り組
み等についてどのように考え

ているのか伺います。
　介護離職者数について

は、５年に一度実施され

る「就業構造基本調査」にお

いて調査をされていますが、

市町村ごとには集計されてい

ないため、坂東市の状況は把

握していない状況です。介護

サービスの充実ですが、緊急

時に消防署に通報できる「緊

急通報システム事業」、乳製品

を配布しながら高齢者の見守

りを行う「愛の定期便事業」、

寝たきり高齢者、要介護３以

上の方を在宅で介護している

方に対する「介護慰労金支給

事業」、寝たきり高齢者に対

する「理髪券助成事業」を実

施している状況です。今後の

取り組みですが、在宅で介護

を受ける方に対して、医療機

関、薬局、介護事業者が連携

してサポートできるような仕

組みづくりを行う「在宅医療・

介護連携事業」、初期の認知症

高齢者に対して積極的に介入

し適切なアドバイス等を行う

「認知症施策推進事業」等の

事業に取り組んでまいります。

地震・風水害等大災害への対応について

風
かざ

  見
み

  正
まさ

  一
かず

 議 員

介護離職等の対策について
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一般質問

　年間40万人来館する自
然博物館内に坂東市専用

のブースのような坂東市案内
コーナーの設置ができないか、
また坂東市のＰＲグッズを他
市町村、他県の観光課に送る
等して、より多方面に周知す
ることについてはどのようか、
当局の考えを伺います。

　現在、中心市街地では

観光交流センター、まち

なか交流センターの整備が進

み、今後は自然博物館からの

人の流れができるものと大い

に期待をしているところです。

自然博物館の来場者に坂東市

内の観光情報を常に提供でき

るよう、自然博物館内での坂

東市案内コーナー設置につい

　現在取り組まれている
坂東市地域防災計画の見

直しにロングフライト血栓症、
いわゆるエコノミークラス症
候群の対策を定めておくべき
ではないか、また、一般避難
所においても支援の必要な高

　我がふるさと、大好きな坂
東市には、平将門公有縁の地
ということで将門史跡めぐり
コースがあります。

　５年前の東日本大震災や昨
年の関東・東北豪雨等の想定
を超えた災害の経験により、
その後策定された国土強靭化
基本法に基づき、地域計画、
対策等を各自治体が進めてい
るところです。

て、関係者と協議をしていき

たいと考えます。また、多方

面への周知も、坂東市をより

広く多くの皆さんに知ってい

ただき、関心を持っていただ

くために大変重要なことと強

く認識しており、今後も積極

的に取り組んでいきたいと考

えます。

　将門史跡めぐりコース
にトイレの増設が必要と

考えますが、当局の見解を伺
います。また、史跡めぐりに
ついて、小・中学校での取り
組みはどのようか伺います。

　現在、将門史跡めぐり

コースには３カ所にトイ

レの設置がありますが、今後

は、「秀緑」の西側に整備され

ているトイレをご利用いただ

くとともに、本年10月グラン

ドオープンいたします観光交

流センター「秀緑」、そしてま

ちなか交流センターのトイレ

もご利用いただき、坂東市を

訪れる観光客の利便性の向上

に積極的に努めていきたいと

考えます。

　史跡めぐりについての小・

中学校の取り組みですが、主

に小学校の社会科の授業に

おいて、「わたしたちの坂東市」

という副読本を活用し、将門

にまつわる言い伝えや、将門

の伝説が残る場所について学

習しております。将門史跡め

ぐりについては、多くの小学

校で社会科見学や遠足などで

国王神社や延命院を見学する

など、地域に残る史跡や歴史

についての学習を行っていま

す。

齢者や障がい者等への対応に
ついても考える必要があると
思いますが、当局の見解を伺
います。

　坂東市地域防災計画を

昨年の３月に改定、見直

しをし、エコノミークラス症

候群の対策ということで盛り

込ませていただいています。

一般避難所における支援が必

要な人たちへの対応ですが、

医師や保健師等で構成する巡

回相談チームによる健康チェ

ック、健康相談等を実施して

いきます。またどうしても一

般避難所での生活ができない

という方につきましては、市

内に７カ所指定されている福

祉避難所への移動を行ってい

きます。

　災害をより少なくする
ため、新耐震基準導入か

ら35年経過したことも踏まえ、
住宅の耐震診断助成の幅をも

っと広げて、耐震改修にも助
成してはどうかと提案するも
のですが、当局の考えを伺い
ます。

　木造住宅耐震診断につ

いては、平成18年度から

27年度までで、61件の耐震診

断を実施しています。耐震診

断希望件数は、平成16年10月

に発生した新潟県中越地震を

受け、平成18年度に26件、東

日本大震災後の平成23年度に

10件の申請がありました。そ

の後年々少なくなり、平成27

年度は１件の実施となりまし

た。本年の熊本地震の影響で

申請がふえる可能性がありま

すので、申請の動向を見て対

応したいと考えます。耐震改

修につきましては、住宅リフ

ォーム資金助成がありますの

で、活用の検討をお願いしま

す。

防災対策について

観光対策について

桜
さくら

  井
い

  広
ひろ

  美
み

 議 員
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の老朽管更新事業を平成18年

度から10年間で実施する計画

でしたが、平成21年４月に老

朽管の更新を平成24年度まで

に完了するよう事業の見直し、

前倒しを図りました。その結

果、当初の計画を上回る、総

延長でいうと67キロメートル

の管路更新を実施し、平成24

年には赤水の収束を宣言して

います。このような経過から、

まずは安全で安心な水を安定

的に供給することを最優先し

たことにより、合併後の３年

以内という料金の統一を図る

ことができませんでした。

　坂東市民であるならば、
同一行政サービスであり、

同一料金であるべきではない
かと考えますが、受益者負担
と行政サービスについてのお
考えを伺います。

　坂東市の水道事業は、

施設・設備等の老朽化に

伴う改築更新投資の増大、ま

た、人口減少や節水器具等の

普及によります有収水量の減

少に伴う料金収入の減少が今

後見込まれる状況です。今後

ますます厳しくなっていく水

道事業の経営基盤の強化と安

定的な経営を推進するために、

中・長期にわたる財政、経営

計画の見直しと今後の民間委

託の活用を図るための方針を

策定するために、平成27年度

よりアドバイザリー業務の委

託を実施しているところです。

まずは歳出の削減を最優先事

項としまして、施設の更新、

耐震化等を進めながら、平成

30年度までに経営基盤の強化

を図り、その後に統一してい

きたいと考えています。料金

の統一については、市民の皆

様にご理解いただけますよう

十分な検討、審議、説明、周

知を行い、実施していきたい

と考えています。

　猿島地域とか岩井地域
とか関係なく、全体経営

の中で考えるべき問題であり、
１年でも早く前倒しして料金
を統一してほしいと思います
がいかがでしょうか。

　公共料金ですから、ど

こも同じというのが一番

公平だと思いますが、下準備

が整っていなければ無理だろ

うと思います。猿島の赤水問

題につきましては、当時10年

かけて解決するということで

したが、こういう水では炊飯

や洗濯はできないということ

から、３年以内に解決すると

いう決断をしました。料金の

統一につきましては、平成26

年に水道料金の改定があった

ときに、５年後に統一という

目標を立てましたが、猿島の

赤水問題がありました。当時

は赤水を解消するため水を捨

てていましたが、解消したこ

とにより、猿島の水道会計も

黒字になってきました。しか

し、今後は岩井も老朽化して

くることは間違いないので、

利益を積み立てて、平成30年

には両方そろってくると思い

ます。

　合併し、事業が一本化
されたにもかかわらず、

なぜ水道料金に格差が生じて
いるのか伺います。
　また、合併協定では、３年
以内に調整し統一するとあり
ましたが、なぜ統一できなか
ったのか伺います。

　坂東市の水道料金の岩

井・猿島地域の統一がな

されていない要因としては、

猿島地域におきます平成18年

から赤水対策のための老朽管

更新工事と浄水処理施設の改

修、また新設工事を実施して

いるところです。また、平成

26年の企業会計制度改正に伴

い、旧岩井市、旧猿島町の会

計事務の精査をした中で、旧

猿島町分の過年度分の損失を

計上させていただいた状況も

ありました。経営の安定と経

営基盤の強化を図った後に料

金の統一を行うということで、

現在の料金体系となっている

ところです。

　なぜ統一できなかったのか

ということですが、猿島地域

で合併前から課題でありまし

た旧簡易水道組合管からの漏

水や赤水の問題が平成17年の

合併直後から頻繁に発生する

ようになり、市民生活に多大

な不安を与えるような状況と

なりました。当初は赤水解決

のため、延長61キロメートル

　岩井地域と猿島地域の水道
料金の格差は、旧岩井市水道
事業と旧猿島町水道事業の認
可の違いにより合併時からあ
ります。

水道料金の格差について

青
あお

  木
き

  和
かず

  之
ゆき

 議 員
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していただけるか伺います。
　コンベンションホール

は、市民等の音楽、演劇、

パーティー等、多目的な交流

の場として企画運営をしてい

く計画です。地元の食材を使

った料理を提供しながら、講

演会、演劇、パーティー等で

十分にご利用いただく形で計

画しています。コンベンショ

ンホールでの結婚式について

は、今後、協議し、多くの市

民の方に利用していただける

よう検討していきます。また、

コンベンションホールでは、

今後「秀緑」ブランドの日本

酒も復活しまして、地元の食

材を使った料理とともに提供

できるよう検討しています。

知がとても重要だと思ってい

ます。このため、全ての小・

中学校で、携帯・スマホ安全

教室などを行い、危険なサイ

トへのアクセスを制限するフ

ィルタリングの方法をはじめ、

ネットでのいじめや、さらに

は性犯罪に巻き込まれた具体

的な事例を挙げるなど、児童・

生徒に対してＳＮＳの正しい

使い方や危険性などについて

周知するとともに、トラブル

が発生した際の対処法などに

ついても学習を行っています。

新たな取り組みとして、坂東

市子どもフォーラム「携帯・

スマホについて考える」を開

催し、「夜９時以降は使わな

い」、「知らない人と連絡を取

り合わない」、「ながらスマホ

はしない」という坂東市小・

中学生、携帯電話・スマホの

３つの約束を児童・生徒が主

体的に決定し、各学校で取り

組みが行われています。

　学校にトラブル相談窓
口をつくる学校も出てき

ましたが、坂東市として相談
窓口をつくるなどの対策は考
えているか伺います。

　トラブルを未然に防ぐ

ことが大変重要だと思っ

ていますが、実際にトラブル

が発生した際、または危険性

を感じられた際には、基本的

に１人で悩まず、例えば親に

相談する、または教員に相談

するということを第一義的に

子供たちにお願いしています。

現時点では、各学校を相談窓

口という形で位置づけており、

市内トータル的な、具体的な

窓口については、今後、他市

町村などの取り組みを踏まえ

て勉強させていただければと

思います。

　ＳＮＳは使い方によっ
ては大変便利であります

が、その反面、危険性が伴う
ことも事実です。市として、
市内の小・中・高生を守るた
めにどのような方法があるか、
考えていることや実行してい
ることがありましたら伺いま
す。　

　議員ご指摘のとおり、

便利な反面、危険性の周

　市内の各種団体を招い

ての大々的なＰＲ、「秀緑」

に関する印刷物等の市内全戸

への配布ですが、オープン前

には関係機関、団体等の多く

の皆様をご招待し、内覧会を

開催する予定です。また、施

設紹介のチラシ等を、市内全

戸、近隣市町にも配布するな

ど、多くの皆様への情報提供

に努め、施設の有効活用、に

ぎわいづくりを推進していき

ます。

　多くの人を呼ぶには、
パンフレットにもあるコ

ンベンションホールの利活用
が鍵と思いますが、内容につ
いて詳しく具体的に聞かせて
いただきたい。また、そこで
結婚式を挙げられるよう検討

　グランドオープン予定
の10月まで日数も残り少

なくなってきましたが、その
割にはＰＲ不足と思えてなり
ません。市民に観光交流セン
ターをはじめ、観光パンフレ
ットを全戸配布して、坂東市
の魅力を理解してもらうこと
をお願いしたいがいかがでし
ょうか。また、市内の各種団
体の皆さん、地域の役員さん方
を招待し、観光交流センター
のＰＲをお願いしたら市内全
域に浸透していくと思います。

　ＳＮＳは、参議院議員選挙
の投票の呼びかけなど多くの
機関で利活用され、利用する
機会も多くなりますが、中・
高校生が犯罪や事件に巻き込
まれたケースもあります。

観光交流センター「秀緑」について

　観光交流センター「秀緑」
は、ガラス工房のイメージが
強いですが、「秀緑」の歴史
的建造物群が数多くあり、す
ばらしい他市町村にはないよ
うな施設です。

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）
の正しい利用法について

後
ご

  藤
とう

  治
はる

  男
お

 議 員
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　市街化調整区域におい

ても地区計画制度を活用

することにより、工業集積地

や物流拠点としての利便性や

機能を高め、土地利用や操業

環境の形成を図ることができ

るとされています。この地区

計画を定めるのには制度上、

国の同意や県との協議が必要

となっていますので、今後も

社会経済等の情勢変化を踏ま

えつつ対応していきたいと考

えています。

4300人の減少と予測されてい
ます。それらのことに対して
対応するための経済社会の自
立と発展の施策として、国の
掲げる政策５原則とはどのよ
うなことなのか伺います。

　坂東市の総合戦略につ

いては、政策５原則の中

で自立性、将来性、地域性、

直接性、結果重視を踏まえて

います。それを基本目標４項

目に設定し、１つ目としては、

産業振興と新たな雇用の創出

と担い手の育成による安定し

た雇用の創出、２つ目は、観

光産業の推進と交流人口の拡

大、移住・定住の促進による

坂東市への新しい人の流れの

創出、３つ目として、結婚・

出産・子育ての切れ目のない

支援とワークライフバランス

の実現、また、家庭教育環境

の充実等により、若い世代が

安心して結婚し、子育ての希

望がかなえられるまちづくり、

　坂東市人口ビジョンとまち・
ひと・しごと創生総合戦略で
は、人口減少対策について、
具体的な数値を使い表現し、
若い世代の結婚・子育ての希
望と実現、経済的な安定を保
ち、出生率の向上、そして市
内雇用の創出を促し、Ｕター
ンができる市にしたいとの目
標を掲げています。

４つ目としては、地域間の連

携をもとに健康長寿社会の構

築、郷土愛を育み、災害に強

いまちづくりを目指すために

施策をまとめたものです。

　坂東市の全体の年齢層
ですが、20代の人々が多

く転出している状況です。将
来の坂東市を担う若者たちが
この地を去ることは寂しい限
りで、何とか対策は考えられ
ないのかを伺います。

　若者の転出の要因とし

ては、高校卒業後、進学、

就職等で坂東市を離れるとい

うことが考えられます。都心

へのアクセスの向上による通

勤・通学の利便性の確保、あ

るいは市内での雇用の創出、

または高等教育機関等の誘致

などにより若者の定住が図れ

るように努力したいと思いま

す。

　坂東市の人口減少社会
の現象ですが、資料によ

りますと、平成７年において
は人口がピークで約５万9738
人から、平成27年には約５万
6848人、また、10年後には
人口が４万9859人となり、約

おり、サービス産業の割合は

ＧＤＰベース、また就業者ベ

ースでともに約７割を占める

など、その重要性は一層高ま

っています。しかし、このよ

うに拡大し続けるサービス業

も、物の基盤、製造業の上で

成り立っていることから、産

業構造の過度のサービス業へ

の傾斜が危惧されるところで

す。坂東市は農商工バランス

よく発展してきたまちですの

で、今後も産業の均衡のある

発展に努めていきたいと考え

ています。

　都市計画区域の規制緩
和について、社会に必要

な産業があれば、農地を転用
することは考えられないのか
伺います。

　坂東市では23種類のサ
ービス業が運営されてい

ると言われています。減少が
少ないのは、皆さんが必要と
しているからだと思います。
これらの産業に力を入れると
いうようなことは考えられな
いのか伺います。

　近年、我が国の経済社

会は経済のサービス化が

進展するなど大きく変化して

坂東市の人口減少を増加にする、これからの有望な産業について

　昨日、商工会に現況につい
て問い合わせたところ、商工
会が合併して10年経過し、会
員数が現在1464社、約300社、
18％減となっているというこ
とでした。また建設業、飲食
店は減少しましたが、サービ
ス業が活躍しているとのこと
でした。

渡
わた

   辺
なべ

 　  昇
のぼる

 議 員

坂東市人口ビジョンとまち・ひと・しごと
創生総合戦略について
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を設置し、証明書発行請求機

械及び事務職員を配置し、不

動産登記事項証明書、商業・

法人登記事項証明書、代表者

事項証明書及び印鑑証明書の

４種類の証明書を取り扱う予

定です。

　建設費について、今議
会で工事費の契約金額が

57億8340万円と変更になり、
備品購入費として１億8360万
円が上がっています。このほ
かに旧庁舎の解体費、設計監
理費、外構工事費等がかかる
と思いますが、それぞれ幾ら
になるでしょうか。また、用
地取得費と補償費とを合わせ
た総合計金額を伺います。
　次に財源については、有利
な起債である合併特例事業債
や公共施設整備基金の利用が
あるかと思います。また、坂
東市は東日本大震災による特
定被災地方公共団体であるた
め、特別財政援助や助成が受
けられると聞きますが、いか
がなのでしょうか。また、こ
れらを有効に活用するとして、
実質、坂東市は幾ら借金をし、
これらを何年かけて、毎年幾
ら償還することになるのか伺
います。

　建設費については、本

体建設工事が約57億8000

万円、附帯工事が約３億2000

万円、備品購入費が約１億8000

万円、用地関係が約２億5000

万円、設計監理が約１億5000

万円、外構等が約２億1000万

円、解体費が約4200万円、ト

ータルで約69億5000万円にな

ります。

　財源については、起債が被

災地復旧関連事業債で18億52

00万円、合併特例債事業で29

億500万円、トータルで、約

47億5000万円程度になるかと

思います。

　随時返済していますので、

25年度がトータルで5400万円、

26年度が９億5000万円程度、

27年度が21億2150万円程度の

償還です。28年度は14億円程

度の予定で進んでいます。

　これまでもより開かれ
た議会、議会への関心度

の向上、情報公開の推進のた
め、議会議場でのシステムを
より充実すべきと要望をして
きましたがその１つとして、
取手市、守谷市、常総市等、
多くの自治体で導入している
インターネットライブ、録画
映像配信についてはどのよう
か伺います。
　また、議案の採決や投票を
ボタンで行ない、その結果を
即時に議場内モニターに表示
する電子採決システムは、自
分が支持した議員がどのよう
な立場をとったかがはっきり
し市民も関心の高いことと思
います。導入はいかがか伺い
ます。

　議場システムについて

は、効率性に配慮した計

画としています。マイクやカ

メラ機材の総合的な制御や、

操作を可能とする音響・映像

設備システムを採用したほか、

将来的には電子投票も可能な

システムとしています。また、

今後のＩＣＴ化をはじめとす

る多様な変化へ対応するため

に、更新性を持たせたシステ

ムとして、インターネットに

よる外部配信なども可能とし

ています。

　ワンストップ窓口とは、
どのような業務内容で市

民への対応をするのか伺いま
す。また、各申請者への呼び
出しについては、氏名ではな
く番号での呼び出しを要望し
てきましたが、いかがでしょ
うか。
　次に、待ち時間等を利用し
た市の情報や案内、一般広告
等を行う情報表示モニター設
置について伺います。
　また、新庁舎での法務局の
自動交付機の設置について伺
います。

　新庁舎の総合窓口につ

いては、現在の岩井庁舎

での市民サービス課、保険年

金課、課税課、収納課等の各

課の窓口業務を、新庁舎では

１階に総合窓口として集約し、

来庁されるお客様の約７割の

業務をこちらの総合窓口で対

応していきたいと考えていま

す。また、市民の皆様の呼び

出し方法については、番号発

券機を設置し、大型の番号表

示ディスプレーで呼び出しを

したいと考えています。また、

１階フロアには情報提供が行

える情報表示モニターを設置

したいと考えています。

　法務局の自動交付機の設置

については、新庁舎１階の行

政情報コーナー内に専用窓口

　新庁舎の外観が大分整って
きて、完成が待ち遠しいとこ
ろです。庁舎が新しくなると
ともに、業務内容の充実や一
層の市民サービスの向上が図
られることと思います。

新庁舎建設工事

新庁舎建設について

羽
は

  富
とみ

  晶
まさ

  弘
ひろ

 議 員



Bando shigikai dayori 11

一般質問

る金額を聞いた場合、保護者
の負担は大変だと感じますが、
どのようにお考えか伺います。

　小・中学校で保護者の

方が負担していますのは、

教材費、旅行遠足費、卒業準

備金、ＰＴＡ会費、学年学級

費、給食費等です。また、保

護者に負担いただく徴収額は

小学校で月額平均約5900円、

中学校では月額平均約１万

1000円となっています。費用

負担については軽減できるよ

う対応しています。

　図書費とか視聴覚費と
いうのは詳しい中身がわ

かりませんが、市のほうの負
担ではないかと思います。そ
れから、卒業の準備金という

　子供を養育している保護者
は毎日の生活の中で教育関係
の支出があり、その上、学校
が徴収する教育費を納めなけ
ればなりません。給食費も毎
月かかります。保護者の負担
は大きいと感じています。

のはどういうことなのか伺い
ます。

　図書費、視聴覚費につ

いては市の予算をとって

いますが、それ以外に児童・

生徒の関心に応じて特別に購

入する費用について負担して

いただいています。視聴覚費

につきましても、通常の費用

以外に運動会等のＣＤ購入に

充てています。また、卒業準

備金は、卒業アルバム、記念

制作費、卒業記念品に充てて

います。

　各学校では現在どのよ
うな徴収が行われている

のか伺います。また、徴収す

すが、いずれも該当はありま

せん。最後に、マイナンバー

カードの申請はしなくても問

題はないのかとのことですが、

現時点では本人確認書類とし

ての利用のほかに、確定申告

時のｅ−Ｔａｘに限られてい

ますので申請しなくても問題

はありませんが、各種オンラ

イン申請ですとかオンライン

取引等に利用できる見込みで

すので、利便性確保の観点か

らもぜひ申請していただきた

いと思います。

　マイナンバーカードは、
今の状況ではつくらない

ほうがいいと市民に話してい
ますが間違いないですか。こ
れをつくらなければ罰則はあ
るのですか。

　つくらなくても問題は

ありませんが、今後想定

されるサービスの拡大に利用

できますので、利便性の確保

という観点で申請していただ

ければと申し上げました。ま

た、罰則規定はありません。

　マイナンバーカードの
制度が運用開始したとい

っても、その中身については
わからないという方が殆どで
す。今、カードを申請しなく
ても大丈夫だということを知
らせておく必要があると思い
ますが、考えを伺います。

　マイナンバーカードの

交付は国の施策としても

普及させるということですの

で、今後、マイナンバーカー

ドを作成していただくような

形で市民への周知を行ってい

かなければならないと思って

います。今の段階でつくらな

ければ罰則があるということ

ではないということも、あわ

せて周知していきたいと思っ

ています。

　通知カードは何通配達
されているのか、マイナ

ンバーカードの申請と取得状
況はどのようか伺います。ま
た、カードがなければ使用で
きないサービスはあるのか伺
います。さらに、現在、カー
ドの申請はしなくても問題は
ないのかも伺います。

　送付通数については１

万9757通です。坂東市の

申請状況は５月31日現在で

3400件、カードの交付件数は

2097件となっており、61.7％

の交付率です。次に、マイナ

ンバーカードを利用しなけれ

ばならない申請書及びカード

がなければ申請ができなくな

ったものがあるかとの質問で

　マイナンバーは１月から運
用が開始され、スタートから
半年が経過しましたが全国的
にはトラブルが出ています。
現行制度における問題点だけ
ではなく、未来においての問
題点も指摘されているところ
です。

学校教育の父母負担について

藤
ふじ

   野
の

 　  稔
みのる

 議 員

マイナンバー制度について

・公共施設案内の
　　　　　　看板について
・児童福祉センターの
　　　　　利活用について

その他の質問事項



Bando shigikai dayori12

一般質問

を図りながら、関係自治体と

連携して、地下鉄８号線の誘

致活動を進めていきたいと思

っています。

　国交省の交通政策審議
会小委員会が答申を出し

ましたが、これはどういう意
味なのか、また、どんなふう
にこれから活動したらよいの
か、副市長にお尋ねしたいと
思います。

　交通政策審議会の答申

に位置づけられたことは、

延伸に向けた大きな足がかり

ができたと理解しています。

地下鉄８号線の誘致について

も、野田市まで整備されると

いうことを前提に、野田市か

ら先に事業を延伸していく、

その必要性と地元の熱意をし

っかり示していくことが肝要

かと考えています。

　先日の新聞で吉原市長
が、「野田まで来るなら

あと５キロ延ばせば利根川に

着くんです」と、これは意義
あるんだというふうな発言を
していましたが、これからの
誘致活動について伺います。

　今後の運動の方針とし

ては、茨城県側は一致協

力し合って運動を進めていく

とともに、国土交通省の特に

運輸関係に太いパイプをつく

っていきたいと考えています。

また、野田市では操車場をつ

くる土地はないでしょうから、

坂東市に操車場をつくる運動

なども展開していきたいと思

います。

　これまでの誘致活動に
ついて詳しく伺います。

また、今後の誘致活動をどの
ように展開していくか、早急
な体制づくりが必要と思われ
ますが、その対応について伺
います。

　誘致活動では毎年、国

土交通大臣をはじめ、各

関係機関への要望活動や誘致

促進のための総決起集会の開

催、署名活動などを実施して

きました。今後の活動につい

ては、首都圏災害時のバック

アップ機能としての体制整備

その結果を公表し尊重するこ

と、また、委員の過半が認定

農業者であること、農業委員

会の事務に関し利害関係のな

い者が含まれること、年齢、

性別等に偏りが生じないよう

に配慮することが法律で定め

られています。

　次に、農地集約や耕作放棄

地の発生防止等の取り組みに

ついては、改正農業委員会法

で新設される農地利用最適化

推進委員により、遊休農地の

みならず、農家の経営拡大や

離農状況等も把握し、農業政

策課や中間管理機構との協力

体制を強化し、農地集約や耕

作放棄地再生利用等の促進に

努めたいと考えています。

　坂東市の農業就業者の
人数、認定農業者の人数

を伺います。
　2010年の農林業センサ

スによると農業者数が33

48人、認定農業者は現在455

人です。

　市としてはどのような
基準で任命するのか伺い

ます。また、農地集約や耕作
放棄地の発生防止は、改正で
必須業務としていますがその
取り組みについて、新設され
る農地利用最適化推進委員の
活動について伺います。

　市長は農業団体等の推

薦と公募により募集し、

　地下鉄有楽町線（東京８号線）
の県内への延伸について、延
伸先となる可能性がある県西
地域で期待が高まっています。

　改正農業委員会法では、農
業委員が農業の大規模化や活
性化に積極的に取り組むこと
を促す方向を打ち出しており、
選出方法を公選制から市町村
長による任命制に変更し、意
欲的な委員を選べるようにし
たいとしています。

滝
たき

  本
もと

  輝
てる

  義
よし

 議 員

改正農業委員会法（農業改革）のこれまでとは違う取り組みについて

地下鉄有楽町線（東京８号線）の誘致活動及び
その結果と今後について
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委員会審査報告

審査案件

議案第70号　平成28年度坂東市一般会計補正予算（第 2 号）

【全会一致により可決すべきものと決定】

審査案件

議案第57号　坂東市特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に関する条例　

           　　　　　　　　　　　　　　　　　　             【全会一致により可決すべきものと決定】

議案第63号　坂東市土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積の規制に関する条例の一部を改正   

                   する条例                                               【全会一致により可決すべきものと決定】

請願第２号　別居・離婚後の親子の断絶を防止する公的支援を求める請願　

           　　　　　　　　　　　　　　　             【全会一致により趣旨採択とすべきものと決定】

審査案件

議案第58号　坂東市観光交流センターの設置及び管理等に関する条例　

           　　　　　　　　　　　　　　　　　　             【全会一致により可決すべきものと決定】

議案第59号　坂東市まちなか交流センターの設置及び管理等に関する条例　

           　　　　　　　　　　　　　　　　　　             【全会一致により可決すべきものと決定】

議案第66号　市道路線の変更について　　　　              【全会一致により可決すべきものと決定】

議案第67号　市道路線の廃止について　　　　              【全会一致により可決すべきものと決定】

請願第３号　ＴＰＰ協定を国会で批准しないことを求める請願　

           　　　　　　　　　　　　　　　             【全会一致により継続審査とすべきものと決定】

◆視察事項

　新庁舎建設及び現庁舎跡地利用計画について

結城市議会

総務常任委員会

教育民生常任委員会

産業建設常任委員会

行政視察来市

議案番号 議　　　　案　　　　名 結　　果

平成28年

請願第２号
別居・離婚後の親子の断絶を防止する公的支援を求める請願	 趣旨採択

平成28年

請願第３号
TPP協定を国会で批准しないことを求める請願 継続審査

請 願 審 査 結 果

　平成28年５月26日、結城

市議会、新庁舎建設及び現

庁舎跡地利用計画に関する

調査特別委員会の17名が、

行政視察のために当市を訪

れました。企画課庁舎建設

準備室からの説明後、建設

中の新庁舎を視察しまし

た。

各常任委員会に付託された議案の審査を行いま
した。




